
システム対象者数 13,707
　内：転出・死亡・施設入所 5,860

(単位：人)

システム登録者数※1 7,847
　内：申請者数 948
　　　未申請者数 6,899
　　　申請者割合 12.08%
　　　支援者無 503
　　　支援者有 445
　　　支援者有割合 46.94%
　　　支援者１人 242
　　　支援者２人 148
　　　支援者３人 55
　　　支援者延べ人数 703

介護※4 身体 療育(知的) 精神 難病
小児慢性
特定疾患

指定難病

要申請必要者数※2 2,881 1,435 541 301 49 28 68 459
　内：申請者数 712 396 159 77 4 23 14 39
　　　未申請者数 2,169 1,039 382 224 45 5 54 420
　　　申請者割合 24.71% 27.60% 29.39% 25.58% 8.16% 82.14% 20.59% 8.50%
　　　支援者無 400 174 102 51 2 18 0 39
　　　支援者有 312 222 57 26 2 5 14 0
　　　支援者有割合 43.82% 56.06% 35.85% 33.77% 50.00% 21.74% 100.00% 0.00%
　　　支援者１人 170 127 29 11 1 2
　　　支援者２人 108 71 23 10 1 3
　　　支援者３人 34 24 5 5 0 0
　　　支援者延べ人数 488 341 90 46 3 8 0 0

避難行動要支援者登録状況 (R6年6月1日現在）

要申請必要者数※2 その他※3
2,881 4,966
712 236
2,169 4,730
24.71% 4.75%
400 103
312 133
43.82% 56.36%
170 72

・※1　システム登録者数：システム対象者数から死亡・転出を除いたもの。R1.12から辞退者を
　　　含め、施設入所者を除く。
・※2　要申請必要者数：各要件のいずれかに該当する実人数。
　　　　複数の申請要件に該当する場合は優先順位の高い要件で計上する。
　　　　介護＞身体＞療育＞精神＞難病

108 40
34 21
488 215

・※3　その他：申請要件に該当しない者。
・※4　介護要件：要介護2以上と75歳以上の要介護1以上（世帯要件は考慮しない）の合計。
・申請者はすべて個別計画書を作成しているため、申請者数と個別計画書作成者数は同じ。

申請要件



【地域共生推進課】　避難行動要支援者登録制度の推進について
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　ニーズ調査を活用

【意向調査】
地域福祉計画ニーズ調査において一つ
の対象集団として災害時要配慮者から
抽出し、未申請事由を調査する

想定
・避難時に支援を必要としない
・第三者に情報を提供したくない
・内容がよくわからない　等

名簿配布様式を選択制

【自治会への名簿配布】
現状、氏名住所から世帯構成や支援
時の留意事項として介護度や持病と
いった個人情報の量が多く自治会で
の保管に対し負担感が強いことから、
一覧表の配布と新たに地図上に氏名
のみを標記し、誰の安否確認を行えば
よいかの情報のみとの選択制を導入

⇒負担感の軽減を図る

　　申請書の改定

対応策① R6 対応策② New! R6～ 　対応策③ New! R7～

　目標：支援が必要な人に必要な支援を届けることができる体制を築くことにより

　　　　『想定外を作らない防災体制』を構築する！

【未申請者の減少】
和光市避難行動要支援者登録制度実施
要綱の改定を行い、様式第1号の申請
書内に「同意します」に加え、新たに「同
意しません」の欄及びニーズ調査で把握
できた事由を選択欄として示す。

⇒要支援者の母数から除き、登録率
の向上

●課題１　要配慮者数増加に傾向にも関わらず登録者数の減少　　　　　　　　　　　　　　　　

・令和５年度は３年に１度の登録更新年であった為、再申請者が減少した

一方で、要配慮者数は増加した結果、申請者割合は減少（R4:33.15％
→R6:27.23％）となっているが、要配慮者全員が自力での避難が難しい
避難行動要支援者ではない。
・申請は「手上げ方式」のため、申請を行わない方の事由が不明。
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●課題２　支援者となる自治会・地区社協の名簿配布率の低さ　　　　　　　　　　　　　　　　

・個人情報の管理に対する負担感から自治会への名簿配布は３割弱、地
区社協への名簿配布は４割強にとどまっている。

→名簿配布状況を改善する必要がある。



地域住民
要配慮者

避難行動要支援者

（高齢者・障害者・難病患者・医療的ケア児等）

（自力での避難が難しい方）
⇒和光市で名簿作成

地域住民

要配慮者＝避難行動要支援者

（高齢者・障害者・難病患者・医療的ケア児等）

【地域共生推進課】　避難行動要支援者登録制度の推進について

名簿配布様式を選択制 　　申請書の改定

●真に自力での避難が難しい要支援者の精査　　　　　　　　　　　　　　　　●新たに自治会毎の一覧表に加え地図での名簿を作成する
ことで個人情報の管理に対する負担感の軽減を目指す！　　　　　　　　　　　　　　　　

新規
現状

目指す姿

既存


